
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュ
ー
①

メ
ニュ
ー②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金

都
道
府
県
費

市
町
村
費

その他

常陸
太田
市

有限
会社
栗原
農園

野菜
（新
型コ
ネ
ギ）

産地
競争
力の
強化

【野菜】
(契約取引割合)
当該品目の全出荷量
に占める契約取引の
割合が50％以上

0%
(H30
年度)

0%
(H31
年度)

15.9%
(3.2t
/20.1
t)

99.6%
(25.4
t/25.
5t)

50%以
上

(R3年
度)
(19.7
t/39.
4t)

199.2%

（株）ﾌｰｽﾞｺﾝﾎﾞや県
内大手加工業者から
の需要に対応して商
品を取引することが
でき、目標達成でき
た。

野菜
（新
型コ
ネ
ギ）

産地
競争
力の
強化

【野菜】
(加工・外中食割合)
当該品目の全出荷量
に占める加工向け又
は外・中食向けの割
合を25%以上

0%
(H30
年度)

0%
(H31
年度)

84.1%
(16.9
t/20.
1t)

70.6%
(18.0
t/25.
5t)

25%
(R2年
度)
(9.85
t/39.
4t)

282.4%

コロナ禍であるた
め、外食業者のニー
ズは不安定であるも
のの、外食業者や県
内大手加工業者へ継
続的に出荷でき、目
標を達成できた。

低コスト耐候性ハウス
５連棟１棟2,208㎡
栽培システム，制御装
置等一式
自動梱包機1台

78,210,000 32,908,000 0 0 45,302,000 令和2年3月19日

ピシウム菌による立枯病が発生し出荷量は下がってしまったが、給
水の水質改善により対策を講ずることが出来た。
また求められた年間出荷予定を契約通り出荷できた。
スーパーからの評価もあり、継続して契約出荷できた。

以前は契約取引はスーパー向けを中心に7社（全体の16％程度）
だったが、新たに２社との年間出荷計画に基づく大口取引（全体の
70％程度）が加わった。スーパー等からの評価もあり継続的な契約
につながっている。病気への対策を継続し，出荷量の増加に勤しん
でもらいたい。

牛久
市

水郷
つく
ば農
業協
同組
合

野菜
(大
根)

産地
競争
力の
強化

現状の当該品目の全
出荷量に占めるブラ
ンド野菜の割合が
62.5％

出荷
割合
37.2%
（8万
CS/21
.5万
CS）

39.5%
（9.3
5万
CS/23
.7万
CS）

40.7%
（10.
47万
CS/25
.7万
CS）

42.7%
(10.6
4万
CS/24
.9万
CS)

62.5%
(20.8
万

CS/33
.3万
CS）

21.7%

ブランド規格（Ａ品
2Ｌ）の割合が10.64
万cs/24.9万csとな
り、42.7％となっ

た。

野菜
(大
根)

産地
競争
力の
強化

現状の当該品目の全
出荷量における契約
取引の割合が38.7％

5.6%
（1.2
万

CS/21
.5万
CS）

39.4%
（9.3
4万
CS/23
.7万
CS）

37.5%
（9.6
3万
CS/25
.7万
CS）

44.2%
（11.
01万
CS/24
.9万
CS)

38.7%
(12.9
万

CS/33
.3万
CS)

116.6%

契約取引量が11.01
万cs/24.9万csとな
り、44.2％に増加し

た。

大根共同洗浄・選別ラ
イン
一式
 荷受洗浄設備
 袋詰・封函設備
 製品搬送設備
 製函・空箱搬送設備
 管理その他設備
 組立据付工事
 運搬費・諸経費
 その他工事

87,230,000 35,740,000 0 0 51,490,000 R2年3月19日

【ブランド規格率】
R3年の春作は他産地の生育も良く、市場全体の数量が多かったこ
と、新型コロナウイルスの影響で需要が下がったことから単価が低
下した。
好天の影響により生育が進んだ結果、3L比率が高まり低下してし
まった。
秋冬については、市場が回復したが、春作の分を挽回できるまでに
はいかなかった。
【契約出荷率】
春作は市場単価が安いことや出荷前進が影響し、契約取引率が低下
したが、秋冬で挽回することができ、目標達成となった。
【今後】
価格等の安定化を図るため、需要期にはまるよう適期播種に努める
とともに、生育前進時の収穫適期について生産者と目合わせをし、
２L比率を高くしていく。

春は、各地での豊作による単価の下落およびコロナ等の影響、生育
前進によるA2L率の低下もあり、ブランド規格の出荷量、契約出荷
率ともに低下した。秋は、市場ともに回復したが、春作の影響が大
きく響いた。
産地として成果目標達成に向け、生産者への適期播種時期の提示
や、新規生産者の確保により生産面積の維持拡大を図っているとこ
ろである。
目標達成に向け、生産者確保等の支援を行っていく。

常陸
太田
市

常陸
農協

土地
利用
型作
物
(水
稲
苗)

災害
復旧

被災前に比べて水稲
苗の生産量を1.17％
増加

36,76
9枚
(令和
1年
度)

36,76
9枚
(令和
1年
度)

36,10
3枚
(令和
2年
度）

37,34
2枚
(令和
3年
度）

37,20
0枚
(令和
3年
度)

132.9%
水稲苗の生産量を目
標の132.9％達成し
た

耕種作物産地基幹施設
整備のうち育苗施設
(育苗施設装置の復旧)

播種プラント　一式
催芽用ボイラー　1台

21,098,000 9,590,000 0 0 11,508,000 令和2年3月27日
地域で被災した農家等からの水稲苗受注に対応することができてお
り、生産量は目標値よりも僅かだが増加した。

施設整備等を行った次の年度から新型コロナウィルス感染症関連に
よる困難が続く中、目標値の達成を果たした。

常陸
大宮
市

常陸
農協

土地
利用
型作
物
(水
稲
苗)

災害
復旧

被災前に比べて水稲
苗の生産量を1.31％
増加

14,55
9枚
(令和
元年
度）

14,55
9枚
(令和
元年
度）

15,28
2枚
(令和
2年
度）

14,91
7枚
(令和
3年
度）

14,75
0枚
（令
和3年
度）

187.4%
被災前に比べて水稲
苗の生産量を2.4％
増加できた

耕種作物産地基幹施設
整備のうち育苗施設
(育苗施設装置の復旧)

播種プラント　一式
催芽用ボイラー　1台

9,900,000 4,500,000 0 0 5,400,000 令和2年3月26日
施設が予定通り完成し，播種作業が行えたので，地域内の田植えが
遅れることが無く作業が終了した。

水稲苗を計画的に生産し、地域の生産者の需要に応えている。ま
た、R4においても目標を上回る生産を継続しており、生産者からの
需要に応えている。（R4実績:
15,533枚）

大子
町

常陸
農協

土地
利用
型作
物
(水
稲
苗)

災害
復旧

被災前に比べて水稲
苗の生産量を1.15％
増加

28,86
6枚
(令和
元年
度）

28,86
6枚
(令和
元年
度）

26,61
5枚
（令
和２
年
度）

25,88
6
枚

29,20
0枚
（令
和3年
度）

△
892.2%

被災前より水稲苗の
生産量が減少し、計
画時の89.7％（△
2,980枚）となっ
た。

耕種作物産地基幹施設
整備のうち育苗施設
(育苗施設装置の復旧)

播種プラント　一式
催芽用ボイラー　1台

12,540,000 5,700,000 0 0 6,840,000 令和2年3月25日

水稲育苗施設のプラント等を再整備したことにより、地域の被災農
家から水稲の育苗受注に対応できたが、地域の水稲作付面積の減少
（大子町水稲作付面積89％（R3/R１））の影響と、高齢化を理由と
した、離農や作付面積を愁傷する桜花の増加等により施設の利用を
やめる農家の増加により、生産量は実施前より減少し、目標達成に
至らなかった。今後は、令和２年度に開始した大口利用者向けの割
引料金設定の周知徹底等により、大口利用者の獲得、WCS・飼料用
米出荷者への利用拡大推進を図っていく。

生産量は実施前より減少しているが、当該施設が再整備されたこと
により、被災農家の田植が遅れることなく行われている。

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。
　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。
　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。
　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。
　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。
　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県
平均達成

率

市町
村名

類
別

類
別

２年
後
（令
和２
年

（202
0

年）
）

事業実施後の状況②

３年
後
（令
和３
年

（202
1

年）
）

１年
後
（令
和元
年

（201
9

年）
）

〇全体的に目標には達しているものの、２地域において目標を大きく下回っていることから、引き続き目標達成に向け指導を行っていく。
　・水郷つくば農業協同組合
　　　目標達成に向け努力は重ねていたものの、新型コロナウイルス影響等による市場価格の低迷等により、ブランド規格の出荷割合は目標に達することができなかった。
　　　引き続き、産地としての成果目標達成に向け支援を行っていく。
　・常陸農協（被災・大子町）
　　　施設の再整備により、被災農家の営農は継続可能となっているが、被災後、生産量は年々減少しており、目標の達成に至らなかった。
　　　引き続き大口利用者向けに料金の周知等による利用拡大を図るとともに、WCS・飼料用米出荷者への利用拡大を推進することにより、目標の達成を図る。

成果目標の
具体的な実績①

53.6%

成果目標の
具体的な実績②

成果目標の
具体的な内容②

達成率

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標
値
（令
和３
年

（202
1

年）
）

（工種、施設区分、構
造、規格、能力等）

目標
値
（令
和３
年

（202
1

年）
）

１年
後
（令
和元
年

（201
9

年）
）

事業
実施
主体
名

都道府県の評価

計画
時
（平
成30
年

（201
8

年）
）

（対
象作
物・
畜種
等

名）
①

２年
後
（令
和２
年

（202
0

年）
）

負担区分（円）

事業実施主体の評価

計画
時
（平
成30
年

（201
8

年）
）

（対
象作
物・
畜種
等
名）
②

３年
後
（令
和３
年

（202
1

年）
）

（都道府県名：茨城県　　令和４年度）

事業実施後の状況①

成果目標の
具体的な内容①


